
みゆきクリニック 
通所リハビリテーション 
介護予防通所リハビリテーション 

重要事項説明書 
 

１．事業者の概要 

事 業 者 名 医療法人みゆき会 

所 在 地 

〒899-3101 鹿児島県日置市日吉町日置３９０

－１ 

ＴＥＬ（０９９）２４６－８７０７ 

ＦＡＸ（０９９）２４６－８７０１ 

ホームページ http://www.miyuki-clinic.net 

法 人 種 別 医療法人 

代 表 者 名 理事長 坪内 みゆき 

設 立 年 月 日 平成２０年４月１日 

介護保険関連事業 

訪問看護、訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ、居宅介護支援事業所 

小規模多機能ホーム ひおきの丘 

グループホーム ひおきの里 

デイサービス 「ひおきの家」 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 名 称 みゆきクリニック 通所リハビリテーション 

介護保険指定番号 鹿児島県指定 第４６１１６１０４９６号 

所 在 地 

〒899-3101 鹿児島県日置市日吉町日置３９０

－１ 

ＴＥＬ（０９９）２０１－７５５０ 

ＦＡＸ（０９９）２４６－８７０１ 

開 設 年 月 日 平成２０年４月１日 

管 理 者 名 医師 坪内 みゆき 

サービスを提供する地域 日置市、鹿児島市の一部（旧松元町） 

３．事業所の設備概要 

建 物 の 構 造 鉄構造スレート茸平屋建 

延 べ 床 面 積 

機能訓練室及び食堂 139.32 ㎡  浴室 2025 ㎡ 

脱衣室 1215 ㎡ 

トイレ 5 カ所（男女別 ３カ所 身障者用 2 カ

所） 

利 用 定 員 ３３名 



４．事業の目的と運営方針 

事 業 の 目 的 

通所リハビリテーション及び介護予防通所リハ

ビリテーションにおいて、ご利用者に対し適正

なリハビリテーション事業を提供することを目

的とします。 

運 営 の 方 針 

１．サービス計画に基づいて、看護、医学的管

理の下における機能訓練、理学療法、作業療

法等その他必要なリハビリテーションならび

に日常生活上の世話を行うことにより、利用

者がその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことを目指します。 

２．利用者の意思および人格を尊重し、常に利

用者の立場に立ってサービスの提供に努めま

す。 

３．明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭

との結びつきを重視した運営を行い、市町村、

居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、

その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供するものとの密接な連携に努めます。 

 

５．事業所の職員体制（職員の職種、員数及び職務内容、勤務体制） 

従業者の職種 員数 職務内容・勤務の体制 

管理者 

（又は管理者代行

） 

1名 職員の指揮監督、業務の統括 

医師 １名以上 
管理者と兼務、利用者の医学的対応等 

昼勤（午前８時１５分～午後６時） 

理学療法士又は 

作業療法士若し

くは経験看護師

（１年以上） 

１名以上 
利用者の機能訓練の実施及び介護職員への指導等 

昼勤（午前８時～午後５時） 

看護師若しくは 

介護職員 
３名以上 

看護師：利用者の看護および医師の指示による医療

行為等 

介護職員：利用者の介護、レクリエーション及び機能

訓練等 

昼勤（午前８時～午後５時） 

事務職員 １名以上 
事業所の経理の事務等 

昼勤（午前８時１５分～午後５時１５分） 



 

６．営業日及び営業時間と定休日 

営 業 日 

営業時間 

月曜日～土曜日    午前８時３０分～午後１６時３０分 

 

定 休 日 
原則として、日曜、祝日 

８月１４日～１５日、１２月３０日～１月３日は休業とします。 

 

７．提供するサービス内容及び定員 

（１）事業内容はケアプランに従ったサービス内容（心身機能の維持回復を図り、日常

生活に資するための機能訓練等）とします。 

 ①指定通所リハビリテーション 

 ②通所リハビリテーション計画の立案 

 ③食事の提供 

 ④入浴 

 ⑤送迎 

 ⑥その他利用者に対する便宜の提供 

（２）当施設の利用者の定員は、３３名とします。 

 

８．利用料 

（１）介護保険の適用を受けるサービス 

サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、

当該指定通所リハビリテーションが法定代理受領サービスであるときは、利用料のう

ち各利用者の負担割合に応じた額とします。ただし、法定代理受領分以外の場合は、

介護保険報酬額の相当額を徴収します。 

（２）介護保険の適用を受けないサービス（全額自己負担） 

介護保険の支給限度額を超えるサービス利用料は利用者の全額自己負担となりま

す。 

（３）その他の費用：介護保険適用外の分 

・食事代（おやつ費含む） ６１０円/食 

・おやつ         １１０円/回 

・朝食おにぎり      １６０円/個 

・お預かりサービス    ２１０円/回 

・洗濯サービス      １６０円（1回） 

  ご利用中に汚れた衣類やご自宅での洗濯ができずに着替えの衣類が無い場合など 

お困りの時にご本人、ご家族の希望により洗濯を行います。 

（４）その他、通所リハビリテーション利用において個人が準備すべきものや個人の希

望による日常生活上のサービスについては実費徴収となります。 

＊税法の改正により、消費税等の税率が変動した場合には当該改正法施行日以降に 



上記料金の見直しを行う場合があります。 

（５）償還払い 

利用者が、介護保険の認定申請前にやむを得ず介護サービスを利用した場合、介護

保険のサービス計画を作成せず介護サービスを利用した場合、介護保険居宅サービス

計画に記載されていない介護サービスを利用した場合、介護保険料の滞納により、償

還払いの措置を受けている場合は、償還払いの対象となり、いったん利用料を全額自

己負担しなければなりません。その際、サービス提供証明書を発行いたします。 



○通常規模型通所リハビリテーション料金＜利用者負担額＞（1回につき） 

 

  
１時間以上 ２時間以上 ３時間以上 ４時間以上 

５時間未満 

５時間以上 

２時間未満 ３時間未満 ４時間未満 ６時間未満 

要介護１  ３６９円 ３８３円 ４８６円 ５５３円 ６２２円 

要介護２ ３９８円 ４３９円 ５６５円 ６４２円 ７３８円 

要介護３ ４２９円 ４９８円 ６４３円 ７３０円 ８５２円 

要介護４ ４５８円 ５５５円 ７４３円 ８４４円 ９８７円 

要介護５ ４９１円 ６１２円 ８４２円 ９５７円 1,120 円 

 

  
６時間以上 7 時間以上 

７時間未満 ８時間未満 

要介護１ ７１５円 ７６２円 

要介護２ ８５０円 ９０３円 

要介護３ ９８１円 1,046 円 

要介護４ 1,137 円 1,215 円 

要介護５ 1,290 円 1,379 円 

 

 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 18 円（1回につき） 

  

リハビリテーション提供体制 

加算 

  

  

  

3 時間以上 4時間未満                  12 円 

4 時間以上 5時間未満 16 円 

5 時間以上 6時間未満 20 円 

6 時間以上 7時間未満 24 円 

7 時間以上 28 円 

リハビリテーションマネージメ

ント加算 イ 

計画の同意を得た月から 6

ヶ月以内  

560 円（月 1 回算定） 

計画の同意を得た月から 6

ヶ月超  

240 円（月 1 回算定） 

リハビリテーションマネジメン

ト加算 ロ 

計画の同意を得た月から 6

ヶ月以内 

593 円（月 1 回算定） 

計画の同意を得た月から 6

ヶ月超 

273 円（月 1 回算定） 



リハマネジメント加算 事業所の医師が利用者へ説

明し同意を得た場合 

270 円（月 1 回算定） 

 

短期集中個別リハビリテーション実施加算 

（退院・退所後又は認定日から 3ヶ月以内） 

110 円（1日につき） 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅰ 

（退院・退所又は通所開始日から起算して 3 ヶ月以内） 

240 円（1回につき） 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅱ 

（退院・退所又は通所開始日から起算して 3 ヶ月以内） 

1,920 円（月に 1 回） 

生活行為向上リハビリテーショ

ン実施加算 

開始から 6 ヶ月以内 1,250 円（月に 1 回） 

口腔機能向上加算（Ⅰ） 150 円（１月につき） 

若年性認知症利用者受入加算 60 円（１日につき） 

入浴介助加算(Ⅰ） 40 円（１回につき） 

入浴介助加算(Ⅱ） ※入浴計画が必要 60 円（１回につき） 

重度療養管理加算 

（要介護 3又は 4又は要介護 5である者に限る） 

100 円（１日につき） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数×8.6％ 

退院時共同指導加算 ６００円（退院時１

回を限度） 

科学的介護推進体制加算 40 円（１月につき） 

送迎減算（利用者の居宅と事業所間の送迎を行わない場合） －47円（片道につき） 

口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ） 5 円（6 ヶ月に 1 回限

度） 

 

 

 

  



○介護予防通所リハビリテーション料金＜利用者負担額＞（１月につき） 

  

要支援１ ２，２６８円 

要支援２ ４，２２８円 

 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

要支援１  ７２円（１月につき） 

要支援２ １４４円（１月につき） 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０円（１月につき） 

若年性認知症利用者受入加算 ２４０円（１月につき） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数×8.6％ 

科学的介護推進体制加算 ４０円（１月につき） 

栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 5 円（6 ヶ月に 1回限度） 

生活行為向上リハビリテーション実施加算 
５６２円（1 月につき） 

（利用開始月から 6か月以内） 

退院時共同指導加算 ６００円（退院時１回を限度） 

 
 

  



＜共通事項＞ 

・利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、左記料金表によって、利

用者の要支援・要介護状態に応じた金額となります。 

・提供する食事代については、サービスの提供一回あたり６１０円となります。 

※介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなる場合

があります。その場合は、一旦介護保険適用外の場合の料金をいただき、サービス提

供証明書を発行いたします。サービス提供証明書を後日、市町村の窓口に提出します

と、差額の払い戻しを受けることができます。 

・サービス提供体制強化加算Ⅱは、介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

５０％以上である場合に算定されます。 

・口腔機能向上加算は、医師、看護師等が共同して利用者ごとの口腔機能改善のための

計画を作成する等、口腔機能向上のための取組を実施した場合に算定されます。 

・若年性認知症利用者受入加算は、一般の利用者とは別に、利用者ごとに担当者を定 

め、若年性認知症の要介護者を対象とした特別のサービス提供を実施した場合に算定

されます。 

・介護職員等改善加算Ⅰは技能・経験のある勤続年数の長い介護職員の処遇改 

善を目的に、介護報酬をさらに加算して支給する制度です。介護職員の賃金改善、 

職員の資質向上の支援等により介護職員の雇用の安定を目的として加算します。 

事業者が利用者に対し通所リハビリテーションを行った場合に算定されます。 

・栄養スクリーニング加算は通所リハビリテーション、介護予防リハビリテーションの

利用開始時及び利用中の 6 ヶ月ごとに栄養状態について確認を行い、栄養状態にか

かる情報（医師・歯科医師・管理栄養士等への相談提言を含む）を介護支援専門員を

通じて文書で共有した場合に算定します。 

 

＜通所リハビリテーション個別事項＞ 

・入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者様の観察を含む介助を行う場合に算定されま

す。入浴介助加算（Ⅱ）は利用者様が自身でまたは家族もしくは居宅で入浴介助を行

うことが想定される訪問介護員等の介助によって入浴ができるようになることを目

的に理学療法士等が居宅へ訪問し、浴室における利用者様の動作および浴室環境を評

価し、利用者様の身体状況や浴室環境に合わせて動作の指導や福祉用具の活用等を検

討し、自身や家族または訪問介護員等の介助によって入浴ができるように個別の入浴

計画を立て、その計画の基づき、個浴や浴室環境に近い環境にて入浴介助を行うもの

である。 

・リハビリテーションマネジメント加算は、心身機能・活動及び参加について、バラン

ス良くアプローチするリハビリテーションが提供できているかを継続的に管理する

事によって、質の高いリハビリテーションの提供を目指すものです。利用者ごとのリ

ハビリ計画に従い医師の指示を受けた理学療法士等が、機能向上や活動・参加のため

の取組等を実施した場合に算定されます。また、利用者の居宅を訪問し従業者又は家



族に専門的な見地から介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助

言を行います。 

リハビリテーションマネジメント加算イは、リハビリテーション計画の進捗状況を

定期的に評価し、必要に応じて見直しを行います。また、医師又は医師の指示を受け

た理学療法士等が、通所リハビリテーションを開始した日から起算して１ヶ月以内に、

利用者の居宅を訪問し、診察、運動機能検査、作業能力検査等を行い、介護の工夫に

関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行います。 

リハビリテーション会議（医師、リハビリスタッフ、その他の職種が参加）を定期

的に開催しリハビリに関する専門的な見地から利用者の状況などに関する情報を共

有し、リハビリテーション計画の作成・見直しを行い会議の内容を記録します。 

リハビリテーションマネジメント加算ロはリハビリテーション計画等の内容説明

を医師が行えない場合に、理学療法士等が医師の代わりに説明を行います。 

リハビリテーションマネジメント加算は、リハビリに関する専門的な見地から利用

者の状況などに関する情報を共有し、リハビリテーション計画の作成・見直しを行い

リハビリテーション計画等の内容を医師が説明します。 

リハビリテーションマネジメント加算は、通所リハビリテーション計画等の内容に

関するデータを通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業に参加し、

同事業で活用しているシステム（LIFE）を用いて厚生労働省へ提出し、フィードバッ

クを受けて活用します。 

・短期集中個別リハビリテーション実施加算は、退院（退所）日又は要介護認定日から

3 ヶ月以内に１日当たり４０分以上（概ね週２回以上）、利用者に対して基本的及び

応用的動作能力を向上させ、身体機能を回復するために集中的なリハビリテーション

を行った場合に算定されます。 

・認知症短期集中リハビリテーション実施加算は、精神科医師若しくは神経内科医師又

は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を終了した医師によっ

て、認知症の利用者であて生活機能の改善が見込まれると判断された利用者に対して、

生活機能の改善を目的として、リハビリテーションマネジメントにおいて作成したリ

ハビリテーション実施計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が記

憶の訓練、日常生活活動の訓練等を組み合わせたプログラムを実施した場合に算定さ

れます。 

・生活行為向上リハビリテーション実施加算は、生活行為（個人の活動として行う起居、

歩行、排泄、入浴、調理、買物、趣味活動などの行為）の内容の充実を図るための目

標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション

実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対してリハビリテーションを計画的に行い、

指定通所リハビリテーションの利用者の有する能力の向上を支援した場合に算定さ

れます。 

・重度療養管理加算は、サービス提供時間が 1時間以上 2時間未満の利用者以外で要介

護 3又は 4又は 5であって厚生労働大臣が定める状態にある利用者（ストーマ処置を



実施している状態、胃瘻等の経腸栄養が行われている状態、褥瘡に対する治療を実施

している状態等その他）に対して、計画的な医学管理のもと、通所リハビリテーショ

ンを行った場合に算定されます。 

・リハビリテーション提供体制加算は 3 時間以上の通所リハビリテーションを提供し

た場合に、利用者の数が 25 名又はその端数を増すごとに理学療法士等が 1 人以上配

置されている場合に算定されます。 

・科学的介護推進体制加算は事業所の利用者様に関するデータを厚生労働省が実施す

る LIFE へ提出し、データの分析結果のフィードバックを受け、その結果を活用して

質の高いリハビリテーションの提供を行うものです。 

 

＜介護予防通所リハビリテーション個別事項＞ 

・生活行為向上リハビリテーション実施加算は生活行為（個人の活動として行う起居、

歩行、排泄、入浴、調理、買物、趣味活動などの行為）の内容の充実を図るための目

標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション

実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対してリハビリテーションを計画的に行い、

指定通所リハビリテーションの計画で定めた介護予防通所リハビリテーションの実

施期間中に介護予防通所リハビリテーションの提供を終了する前 1 月以内にリハビ

リテーション会議を開催し、リハビリテーションの目標の達成状況を報告する場合に

算定されます。 

・科学的介護推進体制加算は事業所の利用者様に関するデータを厚生労働省が実施す

る LIFE へ提出し、データの分析結果のフィードバックを受け、その結果を活用して

質の高いリハビリテーションの提供を行うものです。 

 

  



９．サービスの利用方法 

（１）サービスの開始までの流れ 

 ①サービス提供の依頼・ご相談 

   ご来訪、お電話いずれかでご相談ください。但し、居宅介護支援事業者と契約さ

れている場合には担当ケアマネージャーにご相談ください。 

 ②重要事項の説明・サービス提供の契約・利用者の状態を把握 

   ご利用にかかわる重要事項の説明をし、ご了承いただいた後に契約させていただ

きます。ご契約者、ご家族と面接し、居宅サービス計画及び医師の指示書のもとご

契約者の状態把握、ご希望をお聞きします。 

 ③通所リハビリサービス計画書又は介護予防通所リハビリテーション個別援助計画

書の作成同意と交付 

  居宅サービス計画のもと、通所リハビリサービス計画書又は介護予防通所リハビリ

テーション個別援助計画書を作成し、ご契約者の同意を得て、交付します。 

 ④通所リハビリサービス計画書又は介護予防通所リハビリテーション個別援助計画

書にのっとりサービスの提供をいたします。 

 

（２）ご利用にあたって 

①介護保険証の確認 

ご利用のお申し込みにあたり、ご利用者様の介護保険証を確認させていただきます。 

 

１０．支払い方法 

  利用料金は月まとめとし、毎月１５日以降に前月分の請求書をお渡しいたしますの

で、当月末までに、現金または口座振替（Ｋ－ＮＥＴ）でお支払いください。お支払

いにより領収書を発行します。 

 

１１．保険給付の請求のための証明書の交付 
  サービス提供証明書が必要な場合は、いつでも交付しますので、お申し出ください。 

 

１２．提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

  第三者評価は実施しておりません。 

 

１３．サービス内容に関する相談・苦情窓口 

 ① 当事業所お客様相談・苦情窓口 

   当事業所の通所リハビリテーションに関する相談・苦情を承ります。 

   相談方法：電話、面接（当事業所 相談室） 

    電 話 （０９９）２０１－７５５０（午前８時３０分～午後５時まで） 

   

 

 



 ② 行政機関その他苦情受付機構 

  当事業所以外に、市町村の相談・苦情窓口に苦情を伝えることができます。 

日置市市役所 

本庁 福祉課 

住 所 日置市伊集院町郡１丁目１００番地 

ご利用時間 平日 午前８時３０分～午後５時 

電 話 番 号 ０９９－２４８－９４１６ 

東市来支所 地域振興課 

福祉係 

住 所 日置市東市来町長里８７番地１ 

ご利用時間 平日 午前８時３０分～午後５時 

電 話 番 号 ０９９－２７４－２１１３ 

日吉支所 地域振興課 

福祉係 

住 所 日置市日吉町日置３７７番地１ 

ご利用時間 平日 午前８時３０分～午後５時 

電 話 番 号 ０９９－２９２－２１１３ 

吹上支所 地域振興課 

福祉係 

住 所 日置市吹上町中原２８４７番地 

ご利用時間 平日 午前８時３０分～午後５時 

電 話 番 号 ０９９－２９６－２１１３ 

国民健康保険団体連合会 

介護保険課介護相談室 

住 所 鹿児島市鴨池新町７－４ 

ご利用時間 平日 午前８時３０分～午後５時 

電 話 番 号 ０９９－２１３－５１２２ 

 

１４．秘密保持（契約書第１３条） 

  職員は、業務上知り得たご利用者様又はご家族様の秘密保持を厳守します。 

また、従業員が退職後、在職中に知り得たご利用者様又はご家族様の秘密を漏らすこ

とがないよう必要な措置を講じます。 

 

１５．個人情報の保護（契約書第１４条） 

  ご利用者様の個人情報を含むサービス計画書、各種記録等については、関係法令及

びガイダンスに基づき個人情報の保護に努めます。個人情報の取扱いに関するご利用

者様からの苦情については、苦情処理体制に基づき適切かつ迅速に対応いたします。 

 

１６．緊急時の対応方法（契約書第１５条） 

  サービスの提供中に容態の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、主治

医、救急隊、御家族、地域包括支援センター等へ連絡をいたします。 

 

１７．記録の作成と整備・保管 

（１）当事業所は、利用者様の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、機能訓練等の

目標や当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した通所リハビ

リサービス計画書、介護予防通所リハビリテーション個別援助計画書を作成します。

既に利用者に係る居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「ケアプラン」

という。）が作成されている場合には、それに沿ってサービス提供に係る計画（以



下「個別援助計画」という。）を作成するものとします。その内容について、利用

者及びその家族等に対して説明し同意を得た上で決定し交付します。また、ケアプ

ランが作成されていない場合でも、サービス計画の作成を行います。その場合に、

当事業所は利用者に対して、居宅介護支援事業所又は地域包括支援センターを紹介

する等ケアプラン作成のために必要な支援を行うものとします。 

 

（２）利用者に係るケアプランが変更された場合、もしくは利用者及びその家族等の要 

請に応じてサービス計画の変更の必要性を調査し、その結果、個別援助計画の変更 

の必要があると認められた場合には、利用者及びその家族等と協議して、個別援助 

計画を変更するものとします。また、個別援助計画を変更した場合には、利用者に

対して書面を交付し、その内容を確認するものとします。 

 

（３）当事業所では、ご利用者様に対する通所リハビリテーションの提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存いたします。 

   ①（介護予防）通所リハビリテーション計画書 

   ②提供した具体的なサービスの内容等の記録 

   ③市町村への通知に係わる記録 

   ④苦情の内容等の記録 

   ⑤事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

 

１８．損害賠償（契約書第１６条） 

  当事業所は、ご利用者様に対する通所リハビリテーションの提供により事故が発生

した場合は、市町村、介護者、居宅介護支援事業者等に連絡を行い必要な措置を講じ

ます。又、事故の状況及び事故に際してとった処置を記録し、賠償すべき事故が発生

した場合は、速やかに損害賠償を行います。 

 

当事業所は、以下の損害賠償保険に加入しています。 

・加入保険会社名:あいおいニッセイ同和損保 

・保険の内容 

介護保険・社会福祉事業者総合保障 

   

 

１９．非常災害対策 

  非常災害対策に関しては、事業所で定める災害計画によるものとし、非常災害に備

えるため毎年２回避難及び救出その他必要な訓練を行います。 

 

 

 



２０．契約の解約・終了（契約書第２１条） 

（１）ご契約者は、本契約の有効期間中、事業所に対して文書で通知することにより、

いつでも本契約を解約することができます。 

（２）事業所はご契約者又はその家族等が、事業所又はその従業者及び利用者に対し、

本契約を継続し難い程の背信行為や故意に法律違反その他著しく常識を逸脱する

行為を為す等の、やむを得ない理由がある場合は、ご契約者に対して理由を提示し

た文書で通知することにより、この契約を解約することができることとします。 

 

２１．サービス利用の中止、変更（契約書第９条） 

（１）利用予定日の前に、ご契約者の都合により、通所リハビリテーションのサービス

の利用を中止又は変更することができます。この場合にはサービス実施日の前日

（日曜・祝日・盆休・正月を除く月～土曜日午後５時）までに事業者に申し出てく

ださい。 

（２）サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の事情によりご契約者の希

望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日をご契約者に掲示して

協議します。 

 

２２．施設の利用に当たっての留意事項 

  利用者はサービスの提供を受ける際には次に掲げる事項に留意しなければならな

い 

（１）健康に異常がある場合には、その旨申出ること 

（２）機能訓練室を利用する際には、医師、看護、介護、リハビリスタッフの指示を受

けること 

（３）浴室を利用する際には、医師、看護、介護スタッフの指示を受けること 

 

２３．重要事項説明書の変更 

  契約の際に説明・交付された重要事項説明内容に変更が生じた場合は、利用者にそ

の変更内容を文書で通知し利用者へ説明し、同意を得て交付いたします。 

 

◎関係事業所等との連携に必要な情報の開示について 

 みゆきクリニックを利用するにあたり、サービスを提供する上で知り得た利用者又は

その家族等に関する情報を第三者に漏洩しません。但し必要があるときは、介護保険サ

ービス利用のため、又は適切な在宅療養のために市町村、地域包括支援センターその他

の介護保険事業者、医療機関に開示することがあります。 

 

 

 

 


